
　　　　　　　　　　　　日本カンタム・デザイン株式会社

                          東京都豊島区高松一丁目11番16号西池袋フジタビル

決　算　公　告
(第7期)

　自 平成28年 10月  1日
  至 平成29年  9月 30日

　　　　　　　　　　　　代表取締役　田口昌二



(単位：円)

金　　　額

【流 動 資 産 】【 1,803,872,934 】 【 流 動 負 債 】【 338,424,193 】

現 金 ・ 預 金 813,509,638 買 掛 金 205,175,009

受 取 手 形 6,696,432 未 払 金 1,625,940

売 掛 金 688,408,721 未 払 費 用 46,809,995

リ ー ス 債 権 12,727,152 未 払 法 人 税 等 67,761,400

商 品 210,340,157 前 受 金 6,585,700

貯 蔵 品 206,393 預 り 金 9,175,981

前 渡 金 17,505,784 1年以内返済リース債務 1,290,168

短 期 貸 付 金 19,408,900 【 固 定 負 債 】【 2,775,600 】

仮 払 金 108,048 長 期 リ ー ス 債 務 2,775,600

前 払 費 用 13,880,919 負 債 の 部 合 計 341,199,793

未 収 入 金 17,763,785

仮 払 税 金 209,600

立 替 金 243,509

繰 延 税 金 資 産 10,643,443

貸 倒 引 当 金 △ 7,779,547 【 株 主 資 本 】【 1,810,826,261 】

【固 定 資 産 】【 345,319,070 】 【 資 本 金 】【 60,000,000 】

（有 形 固 定 資 産 ）（ 158,486,340 ） 【 法 定 準 備 金 】【 440,055,571 】

建 物 付 属 設 備 6,819,319 資 本 準 備 金 60,000,000

リ ー ス 資 産 2,990,100 そ の 他 資 本 剰 余 金 380,055,571

機 械 装 置 13,524,229 資本金準備金減少差益 380,055,571

建 物 14,686,098 【 剰 余 金 】【 1,310,770,690 】

工 具 器 具 備 品 411,445,885 （ そ の 他 利 益 剰 余 金 ）（ 1,310,770,690 ）

少 額 資 産 2,028,031 繰 越 利 益 剰 余 金 1,310,770,690

減 価 償 却 累 計 額 △ 293,007,322 （ う ち 当 期 純 利 益 ） （ 129,314,168 ）

（無 形 固 定 資 産 ）（ 11,926,578 ） 【 評 価 ・ 換 算 差 額 等 】【 △ 2,834,050 】

ソ フ ト ウ ェ ア 4,608,884 【 有 価 証 券 評 価 差 額 金 】【 △ 2,834,050 】

特 許 権 7,317,694

（投 資 そ の 他 の 資 産 ）（ 174,906,152 ）

投資有価証券(役員退職金運
用 )

72,757,619

長 期 前 払 費 用 4,656

保 証 金 19,347,320

役 員 退 職 金 保 険 積 立 9,796,080

繰 延 税 金 資 産 2,160,804

子 会 社 株 式 2,300,013

リ ー ス 債 権 68,539,660 純 資 産 の 部 合 計 1,807,992,211

資 産 の 部 合 計 2,149,192,004 2,149,192,004

純　資　産　の　部

科　　　目 金　　　額

負債・純資産の部合計

貸　借　対　照　表
（平成29年 9月 30日現在）

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　　目 科　　　目 金　　　額



1.この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しています。

2.重要な会計方針

　　(1)資産の評価基準及び評価方法

　　　　 ①有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　　　　　　　　時価のあるもの　　　期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        純資産直入法によって処理し、売却原価は移動平均法

　　　　　　　　　　　 　　 　　　　　　　　 　   により算定しています。)

　　　　　　　　　　　  時価のないもの　　　移動平均法による原価法

　　　　②棚卸資産の評価基準及び評価方法　 最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法)

　　(2)固定資産の減価償却の方法

　　　　有形固定資産　　　 定率法(ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物付属設備を除く。)

　　　　　　 　　　 　　　 　    並びに平成28年4月以降に取得した建物付属設備及び構築物については、

 　　　　　　 　   　    　　　　定額法を採用しています。)

　　　　無形固定資産　　　 定額法

　　　　リース資産　　　　:所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　　　　　　　　     リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

　　(3)引当金の計上基準

　　　　貸倒引当金　　　 ：売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

　　　　　　　　　　 　　       については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については

　　　　　　　　　　　 　       個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

　　(4)その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　　　消費税等の会計処理：消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

3.株主資本等変動計算書に関する注記

　　　　当該事業年度の末日における発行済株式の数

　　　　：普通株式　5億5万5571株

個 別 注 記 表
　自 平成28年 10月  1日
  至 平成29年  9月 30日


